
( 単位：千円 )

( 資産の部 ) ( 負債の部 )

現 金 及 び 預 貯 金 1,319,168 保 険 契 約 準 備 金

貸　借　対　照　表
（2026年3月31日現在）

科  目 金  額 科  目 金  額

880,027

預 貯 金 1,319,168 支 払 備 金 457,084

有 形 固 定 資 産 4,009 普 通 責 任 準 備 金 422,942

建 物 2,410 代 理 店 借 8,997

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産 249,284 未 払 費 用 11,474

ソ フ ト ウ ェ ア

再 保 険 貸

1,598 再 保 険 借 97,145

42,788 未 払 い 法 人 税 等 7,692

81,109 未 払 金 65,053

42,788 そ の 他 負 債 84,502

未 収 金 228,773 負 債 の 部 合 計 1,070,672

未 収 保 険 料 32 ( 純資産の部 )

敷 金

327 仮 受 金 281

資 本 準 備 金 299,485

利 益 剰 余 金 △ 263,282

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 263,282

そ の 他 資 本 剰 余 金 300,000

20,150 資 本 金 299,485

10,000 資 本 剰 余 金 599,485

資 産 の 部 合 計 1,706,360 負 債 及 び 純 資 産 の 合 計 1,706,360

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 263,282

株 主 資 本 合 計 635,687

純 資 産 の 部 合 計 635,687

供 託 金

未 収 還 付 法 人 税 等
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( 単位：千円 )

損　益　計　算　書

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

保 険 料 2,568,545

再 保 険 収 入 375,524

137,299

支 払 備 金 戻 入 額 92,347

科目 金額

経 常 収 益 3,175,866

保 険 料 等 収 入 2,944,070

事 業 費 1,111,308

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 1,086,720

租 税 公 課 10,159

経 常 費 用 3,352,354

保 険 金 等 支 払 金 2,241,043

保 険 金 等 1,752,091

当 期 純 損 失 △ 323,198

減 価 償 却 費 14,428

経 常 損 失 △ 176,487

税 引 前 当 期 純 損 失 △ 176,487

そ の 他 経 常 費 用 2

2そ の 他 経 常 費 用

再 保 険 手 数 料

再 保 険 回 収 金

再 保 険 返 戻 保 険 料

117,575

251,702

6,247

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

責 任 準 備 金 戻 入 額

2,059

2,059

229,736

解 約 返 戻 金 等

再 保 険 料

41,651

447,300

法 人 税 等 265

146,445法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計 146,710
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却の方法

建物は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用しております。

2. 無形固定資産の減価償却の方法

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

3. 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっております。

4. 保険契約に係る会計処理の方法

保険業法及び保険業法施行規則等の規定に基づき会計処理を行っております。

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額　　 870千円

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権

金銭債務

3. 支払備金の内訳

支払備金（出再支払備金控除前）

同上に係る出再支払備金

差　引

4. 責任準備金の内訳

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）

同上に係る出再責任準備金

差　引（イ）

異常危険準備金（ロ）

計（イ）＋（ロ）

個別注記表

20,150千円

358,504千円

422,942千円

64,437千円

19,414千円

537,331千円

80,246千円

457,084千円

421,627千円

63,123千円
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損益計算書に関する注記

1. 関係会社との取引高

経常費用

※	詳細は「関連当事者との取引に関する注記」に記載のとおりであります。

2. 主な収益及び費用に関する内訳

(1) 正味収入保険料

保険料、再保険返戻金及びその他再保険収入の合計額

再保険料及び解約返戻金等の合計額

差　引

(2) 正味支払保険金

保険金等

回収再保険金

差　引

(3) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）

支払備金繰入額（出再支払備金繰入額控除前）

同上に係る出再支払備金繰入額

差　引

(4) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）

責任準備金繰入額（出再責任準備金繰入額控除前）

出再責任準備金繰入額

差　引（イ）

異常危険準備金繰入額（ロ）

計（イ）＋（ロ）

(5) 利息及び配当金収入の資産源泉別内訳

預貯金利息

27,502千円

2,574,792千円

488,951千円

2,085,840千円

1,752,091千円

2,059千円

251,702千円

1,500,388千円

△94,282千円

△1,844千円

△92,437千円

△59,597千円

994千円

△60,592千円

△76,706千円

△137,299千円
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関連当事者に関する注記

兄弟会社等

※１　委託業務に係る人件費相当額及び諸経費等を勘案して決定しております。

※２　人件費負担額については、出向元における給与金額と出向割合を考慮し、決定しております。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

税務上の繰越欠損金

IBNR備金

異常危険準備金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

資産運用については、預金（外貨除く）及び国債等の有価証券に限定することとしております。

また、デリバティブ取引については利用しておりません。

② 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

預貯金、再保険貸、未収保険料及び敷金は、主に信用リスクに晒されております。当該リスクに

ついては、リスク管理に係る社内規程に従い、リスクの状況について、定期的にリスク管理委員

会等へ報告しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表に計上した供託金を除く金融商品については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、注記を省略しております。また、供託金については、保険業法の

規定に基づき供託しているものであり、その性質から注記を省略しております。

1株あたり情報に関する注記

１株当たり純資産額　　　　　89,369円81銭

１株当たり当期純損失　　 54,264円29銭

出向者人件
費の支払
※２

15,856
その他資産
未収金

19,030
その他負債
未払金

19,511

種類

864

218,420千円

117,211千円

科目
期末残高
（千円）

親会社
の子会

社

ＳＢＩいきいき
少額短期保険

株式会社
－

業務の委託
等

業務委託料
の支払い
※１

会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

―千円

18,638千円

2,695千円

356,965千円

△356,965千円
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